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平成２７年２月２６日判決言渡 同日原本領収 裁判所書記官 
平成２６年（行コ）第３号 不当労働行為救済命令取消請求控訴事件（原審・
札幌地方裁判所平成２３年（行ウ）第３２号） 
口頭弁論終結日 平成２６年１１月２７日 
判決 
控訴人          北海道 
被控訴人         北海道 
同代表者兼処分行政庁   北海道労働委員会 
被控訴人補助参加人    Ｚ 
被控訴人補助参加人    北海道教職員組合 
主文 
１ 原判決を取り消す。 
２ 処分行政庁が平成２０年道委不第１０号北海道・北海道教育委員会不当労
働行為事件について,平成２３年６月２４日付けで行った原判決別紙救済命令
のうち,主文第１項及び第２項を取り消す。 

３ 訴訟費用は,第１,２審とも,補助参加によって生じた部分は被控訴人補助参
加人らの負担とし,その余の費用は被控訴人の負担とする。 

事実及び理由 
第１ 控訴の趣旨 
１ 主文第１,２項と同旨 
２ 訴訟費用（補助参加により生じた費用を含む。）は,第１,２審とも被控訴
人の負担とする。 

第２ 事案の概要 
１ 北海道教育委員会（以下「道教委」という。）は,被控訴人補助参加人北
海道教職員組合（以下「参加人北教組」という。）が平成２０年１月３０日
に実施したストライキ（以下「本件ストライキ」という。）に参加し,職場
を３０分以上離脱した者に対して一律に懲戒（戒告）処分をすることとし,
参加人北教組の組合員である被控訴人補助参加人Ｚ（以下「参加人Ｚ」と
いう。）が本件ストライキに参加したことを理由として,同年２月２８日付
けで,地方公務員法（以下「地公法」という。）２９条１項１号ないし３号
に基づき参加入Ｚを懲戒（戒告）処分（以下「本件懲戒処分」という。）に
付したところ,参加人Ｚ及び参加人北教組（以下,両者を総称して「参加人
ら」という。）が,北海道労働委員会（以下「処分行政庁」という。）に対し,
本件懲戒処分が控訴人による不当労働行為である旨主張して救済の申立て
をした。処分行政庁は,同申立てについて,原判決別紙救済命令のとおり,
申立てに係る救済を一部認容する命令（以下「本件命令」という。）を発し
た。 

  本件は,懲戒権者である道教委の所属する地方公共団体としての控訴人が,
処分行政庁の所属する地方公共団体としての被控訴人に対し,本件命令には,
事実誤認及び労働組合法（以下「労組法」という。）７条３号等の解釈を誤
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った違法があると主張し,本件命令のうち,主文第１項及び第２項の取消し
を求めたところ,参加人らが被控訴人に補助参加した事案である。なお,以
下においては,地方公共団体として行財政を担当する立場としての北海道を
「北海道」という。 

  原判決は,控訴人の請求を棄却したところ,これを不服として,控訴人が控
訴をした。 

２ 関係法令等の定め,前提事実,争点及びこれに対する当事者の主張につい
ては,次のとおり補正するほかは,原判決の「事実及び理由」欄の「第２ 事
案の概要等」の２項ないし４項に記載のとおりであるから,これを引用する。 
⑴ 原判決３頁３行目の「地方公務員法（以下「地公法」という。）」を「地
公法」に改める。 

⑵ 同４頁１行目から同２行目にかけて,同１３頁１１行目,同１７行目,
同１４頁４行目及び同２２行目の各「附則５条」をいずれも「附則５項」
に改める。 

⑶ 同４頁２０行目の「介助員」を「介護員」に改め,同２６行目末尾に,
「参加人北教組は,地公三者共闘会議（参加人北教組,全北海道庁労働組
合及び全日本自治団体労働組合北海道本部の三者で構成される任意の連
合組織である。以下「地公三者」という。）に参加している。」を,同行末
尾に行を改めて「ウ 道教委は,地方教育行政の組織及び運営に関する法
律に基づいて北海道に設置されている委員会であり,参加人Ｚの任命権者
であり,懲戒権者である。」をそれぞれ加える。 

⑷ 同５頁２３行目から同２４行目にかけての「北海道教育委員会（以下
「道教委」という。）及び被告」を「道教委及び控訴人」に改める。 

⑸ 同９頁１４行目の「当裁判所」を「札幌地方裁判所」に改める。 
⑹ 同１０頁１６行目冒頭から同１２頁３行目末尾までを次のとおり改め
る。 

「ア 本件懲戒処分の妥当性等について 
(ア) 地公労法１１条１項の合憲性について,最高裁判所は,「地方公務
員の勤務条件は,政治的,財政的,社会的その他諸般の合理的配慮に
より,国会及び地方議会が定める法律及び条例,予算に基づいて決定
されるべきものとされている。この場合には,私企業におけるよう
な団体．・交渉による労働条件の決定という方式が当然には妥当せ
ず,争議権は,団体交渉の裏付けとしての本来の機能を発揮する余地
に乏しいのである。右のような勤務条件決定の法理は,既に最高裁
昭和４４年（あ）第１２７５号同５１年５月２１日大法廷判決・刑
集３０巻５号１１７８頁）において非現業地方公務員につき示され
たところであるが,この理は,現業地方公務員たる単純労務職員につ
いても妥当するものといわなければならない。」（最高裁判所昭和６
３年１２月９日第二小法廷判決・民集４２巻１０号８８０頁）とし,
地公労法附則４項（現行の同法附則５項）により単純労務職員に準
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用される同法１１条１項の規定は憲法２８条に違反しないと結論づ
けている。 

(イ) 地公労法１１条１項を単純労務職員に準用する同法附則５項が憲
法２８条に違反しないことについては,上記(ア)で引用した最高裁判
所判決において,単純労務職員に地公労法１１条１項を準用するこ
とを含めて違憲ではない旨明示されているところである。 

(ウ) 地公労法１１条１項がＩＬＯ８７号条約に違反する違法なもので
あるか否かについては,同条約３条１項が公務員の争議権を保障し
たものとは解されないこと（最高裁判所昭和４４年４月２日大法廷
判決・刑集２３巻５号３０５頁,最高裁判所平成１２年３月１７日
第二小法廷判決・集民１９７号４６５頁）,また,同条約におけるそ
の他の条項をみても,公務員の争議権に直接言及する規定は存在し

ないことから,地公労法１１条１項がＩＬＯ８７号条約に違反する
との解釈はそもそもその前提を欠いているものであって,地公労法
１１条１項がＩＬＯ８７号条約に違反する違法なものに当たるとい
うことはできない。 

(エ) 本件参加行為に地公労法１１条１項を準用することが憲法２８条
に違反するか否かについては,それを違憲とする立場によれば,公務
員の争議行為の目的,態様,それによる影響,懲戒権者による検討内
容等の具体的事情のいかんによって,ある争議行為が憲法上許容さ
れ,又は許容されないこととなり,一定の場合に限って国法上許容さ
れることのない争議行為を作出することとなるから,本件参加行為
に地公労法１１条１項を準用することが憲法２８条に違反するとい
うことはできない 

(オ) 上記(ア)ないし(エ)によれば,参加人Ｚが本件ストライキに参加した
ことによって,参加人Ｚに対する懲戒事由それ自体が存在している
ことは明白であるところ,懲戒権者による懲戒処分が違法といえる
か否かを検討するに当たっては,懲戒処分が社会観念上著しく妥当
性を欠いたものであるか否か,つまり,社会観念に照らした場合に著
しく妥当性を欠いたものであるか否かをもって判断されるべきもの
である（最高裁判所昭和５２年１２月２０日第三小法廷判決・民集
３１巻７号１１０１頁,同１２２５頁参照）。これを本件についてみ
ると,次のとおり,本件ストライキそのものは,全道的に統一して行
われた極めて大規模なものであり,全道の学校運営に与えた影響も
極めて大きかったのであって,このような状況の下,地公法３７条１
項又は地公労法１１条１項に明らかに違反する違法行為をした教職
員に対して懲戒処分の中で最も軽い戒告処分を一律に行うことが,
社会観念上著しく妥当を欠き,裁量権を濫用した違法なものに当た
るということはできない。 
ａ 本件ストライキによる学校運営への影響をみると,特段の措置
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を講じた学校は全道で１８１校である。これらの特段の措置を講
じた学校に在籍する児童・生徒にあっても等しく教育を受ける権
利を有しているところ,本件ストライキによりその権利が不当に
侵害されたのであるから，その影響は,決して軽視することはで
きない。 

  また,本件ストライキの参加者は,その職責を果たさず職場放棄
を行ったことに変わりはなく,全道の学校運営に重大な支障を生
じさせたことは明らかであり,教員の授業以外の職務や事務職員
の職務を欠くことも,それ自体が公務の停廃に当たるなど,本件ス
トライキという全道的かつ大規摸な争議行為への参加は,本件ス
トライキ参加者各々が所属する学校のみならず他の学校への影響
をも生じさせているというべきである。 

  その上,学校教育上,教職員が,法律に違反してまで本件ストラ
イキを敢行し,これにより,援業に限らず学校教育を構成する様々
な業務を停滞させ,学校教育の正常な運営を阻害し,教育に対する
信頼を損ねたことにより,児童・生徒に大きな精神的不安や動揺
を与えたことは容易に推認できるのであり,このことは決して看
過できるものではない。 

ｂ 過去のストライキに対する処分例との均衡については,懲戒事
由があるときに懲戒処分をするか否かについては,懲戒権者に広
範な裁量があることからすると,従前において処分されていなか
ったことを理由に別の機会に懲戒権の行使が全く許されなくなる
ものではなく,事情の変化に応じ,同一態様の非違行為が,ある時
期には懲戒処分の対象となり,別の時期には対象とされず,あるい
は処分の量定が異なることも,懲戒権者の裁量権の範囲として当
然に認められるべきものであり,懲戒権者が職員に対して懲戒処
分を行うに当たり,必ずしも過去の処分例に拘束されることはな
い。 

  本件においては,懲戒事由それ自体が明らかに存在し,本件スト
ライキの目的においては,公務員による争議行為禁止の代償措置
の正常化を求める目的,つまり平成２０年４月から４年間の給与
独自削減措置（以下「本件給与独自削減措置」という。）に反対
する目的に加え,それとは直接関係のない教職員に係る勤務成績
に基づく昇給及び勤勉手当への実績反映を内容とする制度（以下
「査定昇給等制度」という。）の導入反対の目的までもが含まれ
ていたことにより,もともと違法である公務員の争議行為自体の
正当性が更に否定され,本件ストライキが全道の学校運営に与え
た影響は決して軽視できるものではなく,さらに,各学校が職務命
令書を職員に手交するなど事前に違法行為に及ばないように指導
を行っていたのであるから,参加人Ｚを含む本件ストライキ参加
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者は,違法行為である本件ストライキに参加すれば,自身が懲戒処
分を受け,その結果として給与上の不利益等を受ける可能性のあ
ることを十分認識した上で本件ストライキを敢行したのであり,
かかる状況においては,過去の懲戒処分と同列に論じることはで
きない上,他に本件懲戒処分に当たり斟酌すべき事情は一切存在
しない。 

  したがって,道教委が参加人Ｚに対して懲戒処分のうち最も軽
い戒告処分をしたことをもって,それが従前の処分例に比して著
しく均衡を欠くという評価にはなり得ず,少なくとも,道教委が過
去の処分例との均衡に配慮するあまり,本件参加行為につき懲戒
処分をしないと判断することまでもが求められていたということ
はできない。 

ｃ 参加人Ｚが本件ストライキに参加した事情について,北海道が
一連の給与独自削減措置を余儀なくされ,その後も同措置を継続
せざるを得ない事態に至ったことは,自己のみの責任で招いたと
はいい難く,地方公共団体の財政状況は,国内経済のみならず世界
情勢等により多大な影響を受けるものであり,本件ストライキに
至るまでの参加人北教組との交渉過程においても,北海道ないし
道教委がいくつかの歩み寄りを見せていた状況にあって,地公三
者の構成組織のうち争議行為に及んだのが参加人北教組のみであ
ったことに加え,本件ストライキの目的に査定昇給等制度の導入
に反対する目的までも含まれていたというのであるから,このよ
うな事情は,本件懲戒処分において懲戒権の行使が濫用であると
評価する上で,かえって障害となり得る事情となる。 

ｄ 本件ストライキ参加者の一部を一律に戒告処分としたことの合
理性については,本件ストライキが全道の学校運営全体に与えた
影響は極めて大きいものであって看過できるものではなく,また,
道教委が本件ストライキ参加者ごとに個別の具体的事情を考慮し
て,それぞれ個別に懲戒処分を行うか否かを決定するとすれば,本
件ストライキ参加者による非違行為は,職場離脱時間を除くとそ
の態様がほほ同一であるにもかかわらず,かえって参加者間に不
公平となる。そうすると,本件ストライキに参加した教職員を懲
戒処分に付すか否かを決定するに当たっては,全道の学校運営に
与えた影響の程度につき職場離脱時間をもって判断するのが最も
合理的といえる。 

(カ) 以上によれば,本件懲戒処分は,懲戒の対象たる本件参加行為との
関係で均衡を失するものということはできず,社会観念上著しく妥
当性を欠き,裁量権を濫用した違法なものに当たるということはで
きない。 

イ 本件懲戒処分をもって参加人北教組に対する支配介入とはいえない
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ことについて 
(ア) 労組法７条３号が不当労働行為として禁止している「支配介入」
とは,労働組合の結成,運営等について,その独立性・自主性を損な
わせるような使用者の干渉行為を指すものである。 

(イ ) 本件懲戒処分は,参加人Ｚ自身が地公労法１１条１項で禁止され
ている争議行為（本件参加行為）を行ったことを根底に,その行為
の過程において,法令及び上司の職務上の命令に従う義務,信用失墜
行為の禁止,職務に専念する義務等に違反する公務員としてふさわ
しくない種々の非行が存在するため,公務員関係の秩序及び服務規
律維持の観点から道教委が地公法２９条１項の規定に基づき参加人
Ｚに対してしたものである。 

(ウ) また,道教委による本件懲戒処分の判断過程において,参加人Ｚが
参加人北教組の組合員であるか否か,又は他の労働組合に所属して
いるか否かを斟酌したものではない上,道教委としては,参加人Ｚが
組合員であるか否かを正確に確認することはできないし,確認して
いない。 

(エ ) したがって,本件懲戒処分が参加人北教組による争議行為の実施
決定などといった労働組合の運営や内部意思への干渉,ひいては参
加人北教組の弱体化を目的としたものではなく,参加人北教組に対
する支配介入の意図が存在しないことは明白というほかないし,そ
もそも,道教委において参加人北教組の弱体化を図る必要性はなく,
そういった事情をうかがわせる証拠も一切存在しない。 

  そうすると,社会観念上著しく妥当を欠くものとはいえない適法
な本件懲戒処分をもって,参加人北教組に対する支配介入に当たる
ということはできない。」 

⑺ 同１２頁１２行目の「補償」を「保障」に改める。 
⑻ 同１７頁５行目末尾に「北海道ないし道教委が,合理的な説明をせずに
交渉を一方的に打ち切り,これらの導入を強行しようとしたことは,誠実
交渉義務に違反する。」を加える。 

⑼ 同１８頁１６行目末尾に「組合の方針に従ってストに参加した一般組
合員を処分すべきかどうかを判断するためには,個々の行為に対する責任
を問題とするのであるから,ストライキ参加による校務への実質的な支障
の有無及び程度は,その参加者が当時勤務していた学校単位に対象の範囲
を限定するべきである。」を加える。 

⑽ 同行目末尾に行を改めて「さらに,本件ストライキによる影響を受けた
といえるのは,全道的にみても,授業一部カット９校,授業の自習への変更
３０校及び授業の特別活動への変更２校の合計４１校のみであり,しかも,
授業一部カット及び自習は極めて短時間にすぎないなど,学校運営に実質
的な支障をほとんど生じさせるものではなかった。」を加える。 

⑾ 同１９頁２６行目の「また,」の次に「本件懲戒処分は,戒告処分であ
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っても,参加人北教組が行った１９７０年以降のストライキについて道教
委が行った過去の処分例に比べて,ほとんどの学校では授業時間が終了し
ている勤務時間終了前１時間の極めて短時間で,ストライキ参加者が職場
を離脱するだけの他の教職員の執務を妨害しない行為態様の１回限りの
ストライキに対する懲戒権の行使としては重いものであり,合理性が認め
られないほか,」を加える。 

⑿ 同２２頁１２行目の「自主規制され」を「自主規制させられ」に改め
る。 

第３ 当裁判所の判断 
１ 争点①（処分行政庁が本件懲戒処分の労組法７条１号該当性を判断しな
かったことが違法であるか否か）について 

  労組法７条は,不当労働行為として禁止される行為を１号ないし４号に列
挙しているところ,これらのうち基本的で一般的な類型は,不利益取扱い（１
号）,団体交渉拒否（２号）及び支配介入（３号）の３類型であるが,これ
らについては別個の類型としてそれぞれの成立要件が規定されており,不利
益取扱いの成立要件と支配介入の成立要件が必ずしも重なり合うものでは
ないから,不利益取扱いに該当することが支配介入の成立要件であると解す
ることはできない。 

  したがって,処分行政庁が本件命令をするに当たり労組法７条１号該当性
を判断しなかったことが達法であるとはいえないから,この点について違法
であるとする控訴人の主張は理由がない。 

２ 争点②（本件懲戒処分が労組法７条３号の支配介入に当たるか否か）に
ついて 
⑴ 地公労法１１条１項及び同項を単純労働者に準用する同法附則５項が
憲法２８条に違反するか否かについて 
ア まず,地公法３７条１項が憲法２８条に違反するか否かについて検討
すると,憲法２８条による勤労者の労働基本権の保障は,憲法２５条に
よる生存権の保障を基本理念とし,憲法２７条の労働の権利及び勤労
条件に関する基準の法定の保障と相まって勤労者の経済的地位の向上
を目的とするものと解されるところ,地方公務員も,勤労者として,自
己の労務を提供することにより生活の資を得ている点において一般の
勤労者と異なるところはないから,憲法２８条の労働基本権の保障を
受ける。ただし,労働基本権は,上記のとおり勤労者の経済的地位の向
上のための手段として認められたものであって,それ自体が目的とさ
れる絶対的なものではないから,勤労者を含めた国民全体の共同利益
の見地から生じる内在的な制約を免れないと解される。 

  すなわち,地方公務員は,地方公共団体の住民全体の奉仕者として,
実質的には住民全体に対して労務提供義務を負うという特殊な地位を
有し,かつ,その労務の内容は,公務の遂行すなわち直接公共の利益の
ための活動の一環をなすという公共的性質を有し,公務の円滑な運営
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のためには,その担当する職務内容の別なく,それぞれの職場において
その職責を果たすことが必要不可欠であるところ，地方公務員が争議
行為に及ぶことは,その地位の特殊性及び職務の公共性と相容れない
ばかりでなく,多かれ少なかれ公務の停廃を生じ,その停廃は地方住民
全体ないしは国民全体の共同利益に重大な影響を及ぼすか,又はその
おそれがある。 

  また,私企業においては,労使間の自由な交渉等により労働条件が定
められるのに対し,地方公務員の勤務条件は,原則として,法律及び地
方公共団体の議会の制定する条例によって定められ,その給与が地方
公共団体の税収等の財源によって賄われることからすれば,専ら当該
地方公共団体における政治的,財政的,社会的その他諸般の合理的な配
慮によって決定されるべきものである上,私企業においては,極めて公
共性の強い特殊な企業を除き,一般に使用者には争議行為への対抗手
段として作業所閉鎖（ロックアウト）が認められるほか,労働者の要
求は企業の存立維持の観点から自ずと制約を受け,争議行為に対する
いわゆる市場の抑制力が働くのに対し,地方公務員についてはかかる
対抗手段や市場の機能が作用する余地がなく,その争議行為は場合に
よっては一方的に強力な圧力となる。すなわち,地方公務員において
は,私企業における労働者とは異なって団体交渉による勤務条件の決
定という方式が当然には妥当せず,争議権も,団体交渉の裏付けとして
の本来の機能を発揮する余地に乏しく,かえって議会における民主的
な手続によるべき勤務条件の決定に対して不当な圧力を加え,その手
続をゆがめるおそれがある。これらの見地からすれば,地方公務員の
労働基本権は,地方公務員を含む地方住民全体ないしは国民全体の共
同利益のために,これと調和するように制限されることもやむを得な
いというべきである。他方,地方公務員の労働基本権が国民全体の共
同利益の保障という見地から制約を受ける場合においても,その生存
権保障の趣旨から均衡が保たれる必要があり,その制約に見合う代償
措置が講じられなければならないということができるところ,地公法
上,労働基本権の制約に見合う代償措置として,地方公務員の身分,任
免,服務,給与その他に関する勤務条件についてその利益を保障するよ
うな詳細な規定が設けられている（殊に給与については,２４条ない
し２６条等）ほか,国家公務員法（以下「国公法」という。）上,中央
人事行政機関として準司法機関的性格を有する人事院が設けられ（３
条）,人事院による情勢適応の原則に基づく国会及び内閣に対する報
告及び勧告の義務付け（２８条）や人事院に対する勤務条件に関する
行政措置要求（８６条）,不服審査請求（９０条）等の制度が定めら
れていることに対応し,これと類似の性格を有し,かつ,これと同様の,
又はこれに近い職務権限を有する人事委員会又は公平委員会の制度（地
公法７条ないし１２条）が設けられている。もっとも,人事院と比較
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すると,人事委員会又は公平委員会,特に後者は,その構成及び職務権
限上,公務員の勤務条件に関する利益の保護のための機構として,必ず
しも常に人事院の場合ほど効果的な機能を実際に発揮し得るものと認
められるかどうかにつき問題がないではないけれども,なお中立的な
第三者的立場から公務員の勤務条件に関する利益を保障するための機
構としての基本的構造を持ち,かつ,必要な職務権限を与えられている
点（同法２６条,４７条,５０条）においては,人事院制度と本質的に
異なるところはなく,その点において,制度上,地方公務員の労働基本
権の制約に見合う代償措置としての一般的要件を満たしているという
ことができる。そうすると,地公法３７条１項において地方公務員の
争議行為等を禁止することは,地方住民全体ないしは国民全体の共同
利益のためのやむを得ない措置として,それ自体としては憲法２８条
に違反するものではないと解される（最高裁判所昭和４３年（あ）第
２７８０号同４８年４月２５日大法廷判決・刑集２７巻４号５４７頁,
最高裁判所昭和４４年（あ）第１２７５号同５１年５月２１日大法廷
判決・刑集３０巻５号１１７８頁参照）。 

  そして,上記のいわゆる財政民主主義ないし勤務条件法定主義,いわ
ゆる市場の抑制力等,職務の公共性及び代償措置の事由は,単純労務職
員にも基本的には全て妥当するから,地公労法附則５項により地方公
営企業職員以外の単純な労務に雇用される一般職の地方公務員である
単純労務職員に準用される同法１１条１項の規定は,憲法２８条に違
反するものではないと解される（最高裁判所昭和５７年（行ツ）第１
３１号同６３年１２月９日第二小法廷判決・民集４２巻１０号８８０
頁,地公労法１１条１項と争議行為禁止に関する規定の内容が同一で
ある公共企業体等労働関係法１７条１項の規定が憲法２８条に違反す
るものではない旨判示する最高裁判所昭和４４年（あ）第２５７１号
同５２年５月４日大法廷判決・刑集３１巻３号１８２頁参照）。した
がって,地公労法１１条１項を単純労務職員に準用する附則５項も憲
法２８条に違反するものではないと解される。 

イ これに対し,参加人らは,地公労法１１条１項が,それが準用される職
員の職務内容及び公共性の程度並びに争議行為の態様及び影響などの
諸事情を一切考慮することなく,一律に全ての争議行為を禁止してい
るところ,地方公営企業の職員の職務と比較すると,単純労務職員の職
務の公共性ないし争議行為によって住民生活への支障が生じるおそれ
は,格段に小さく,その争議権を制約する必要性は乏しいから,地公労
法１１条１項及び同項を単純労務職員に準用する附則５項は,憲法２
８条の趣旨に反するものであって許されない旨主張する。しかしなが
ら,上記アのとおり,いわゆる財政民主主義ないし勤務条件法定主義,
いわゆる市場の抑制力等,職務の公共性及び代償措置の事由は,単純労
務職員にも基本的には全て妥当するところ,単純労務職員も,地方公共
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団体の住民全体の奉仕者として実質的にはこれに対して労務提供義務
を負い,かつ,その労務の内容は公共的性質を有するものであり,各人
の職責を果たして良質の役務等を廉価で提供することが公務の円滑な
運営による住民の福祉を増進するために必要不可欠であること,職務
内容による程度の差はあるとしても,単純労務職員の争議行為は,公務
の停廃をもたらし,地方住民ないし国民全体の共同利益に重大な影響
を及ぼすおそれがあるといわざるを得ないことからすれば,代償措置
を講じた上で,単純労務職員について一律に全ての争議行為を禁止す
ることが合理性を欠くものであって憲法２８条に反するとはいえない
から,参加人らの上記主張は採用することができない。 

  また,参加人らは,単純労務職員は,現行法上,労働基本権の制約に見
合う身分保障その他の措置が講じられておらず,労働関係における種々
の不合理な差別的取扱いを受ける立場にあることから,地公労法附則
５項は単純労務職員の争議権を不当に制約するものであって,憲法２
８条に違反すると主張する。しかしながら,単純労務職員についても,
法律による身分保障があり,かつ,労働委員会による強制仲裁の制度な
ど相応の措置が講じられているところ,これらが単純労務職員に対し
て争議権を否定する場合の代償措置として不十分なものということは
できないから,参加人らの上記主張は採用することができない。 

⑵ 地公労法１１条１項及び同法附則５項がＩＬＯ条約に違反するか否か
について 

  参加人らは,ＩＬＯ８７号条約が公務員のストライキ権を保障する規定
であることを前提として,地公労法１１条１項が適用・準用される職員の
争議行為を一律に全て禁止する同項は,ＩＬＯ８７号条約に反するもので
あって無効である旨主張する。 

  しかしながら,ＩＬＯ８７号条約３条１項は,「労働者団体及び使用者
団体は,その規約及び規則を作成し,自由にその代表者を選び,その管理及
び活動について定め,並びにその計画を策定する権利を有する。」と規定
するのみであり,この規定の文言から,同項が争議権を保障したものとは
解されず,同条約において,結社の自由（第１部）及び団結権の保護（第
２部）については,明確にこれらを保障する趣旨の規定が設けられている
のに対し,争議権については,これに直接言及する規定は存在しない。ま
た,参加人らは,ＩＬＯの条約勧告適用専門家委員会及び結社の自由委員
会の見解又は日本国政府に対する勧告を根拠として,参加人らの上記主張
のとおり解釈すべきであるとも主張するが,ＩＬＯの機関の見解又は勧告
は,国内法の整備等の指針又は同整備等についての要求にとどまるもので
あり,それらが批准された条約と同等に国内法規としての効力を有するも
のとは認められない。そうすると,ＩＬＯ８７号条約が公務員の争議権を
保障したものとは解されないから,参加人らの上記主張は採用することが
できない。（最高裁判所昭和４１年（あ）第４０１号同４４年４月２日大



- 11 - 

法廷判決・刑集２３巻５号３０５頁,最高裁判所平成７年（行ツ）第１３
２号同１２年３月１７日第二小法廷判決・集民１９７号４６５頁参照） 

⑶ 本件参加行為に地公労法１１条１項を適用することが憲法２８条に違
反するか否かについて 

  参加人らは,他の地方公務員と比較して,単純労務職員の置かれた立場
が異なっていること,単純労務職員の職務の公共性及びストライキによっ
て住民生活へ支障が生じるおそれは格段に小さいこと,本件ストライキが
労働基本権の制約の代償措置である人事委員会の勧告を無視する措置に
反対する目的から実施されたものであることなどを理由として,本件参加
行為に地公労法附則５項により同法１１条１項を準用することは憲法２
８条に違反する旨主張する。 

  しかしながら,参加人らの上記主張によれば,当該争議行為の目的,態様,
影響等の具体的事情によって,これが憲法上許容され,又は許容されない
こととなり,一定の場合に国法上禁止されない争議行為が観念されること
となるが,上記⑴のとおり,争議行為を一律に禁止する地公労法が憲法２
８条に違反するものとは解されないことからすると,このような限定解釈
は相当ではなく,これらの事情は,本件参加行為に対してされた本件懲戒
処分が社会通念上著しく過重なものであるか否かを判断する上で考慮す
るのが相当であるから,本件参加行為に地公労法附則５項により同法１１
条１項を準用することが憲法２８条に違反するとはいえず,参加人らの上
記主張は採用することができない。 

⑷ 本件懲戒処分が社会通念上著しく過重な処分であるか否かについて 
  労働組合の活動が行われた場合において,懲戒事由に該当するときは,
使用者は当該組合活動を行った労働者に対して懲戒処分をすることがで
きるが,使用者の懲戒権は無制約なものではなく,当該懲戒処分が懲戒の
対象となる組合活動の態様等に比して著しく過重な処分であるなど,社会
通念上著しく妥当を欠くと認められる場合には,当該懲戒処分は,使用者
の裁量の範囲を超えてされたものとして懲戒権の逸脱ないし濫用となる
とともに,使用者の当該組合に対する嫌悪の念に発していることが推認さ
れるから,労組法７条３号の不当労働行為（支配介入）に該当すると解さ
れる。 

  この点,控訴人は,上記⑴ないし⑶によれば,本件参加行為について,単
純労働者の争議行為を禁止する地公労法附則５項が準用する同法１１条
１項に反する違法行為であるところ,当該違法行為に対する本件懲戒処分
は社会通念上相当なものであり,不当労働行為に当たらない旨主張するの
で,本件懲戒処分が懲戒処分の対象となる組合活動の態様等に比して社会
通念上著しく過重な処分であるか否かについて検討する。 
ア 前提となる事実,各項掲記の証拠及び弁論の全趣旨によれば,次の事
実が認められる。 
(ア) 給与の独自削減措置及び査定等昇給制度並びにこれらに関する交
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渉の経緯等 
ａ 北海道は,平成１１年１１月から平成２０年３月までの間,一般
職の職員に対し,次のとおり,職員の給与額を一定の割合で減額し
た上で支給するとの給与の独自削減措置を職員団体に提案し,労
使交渉を経て,これを実施する条例改正案を北海道議会（以下「道
議会」という。）に提案し,道議会で可決された条例に基づき,こ
れを実施してきた。 
⒜ 平成１１年度１２月の期末・勤勉手当５パーセント削減 
⒝ 平成１２年度４月から期末・勤勉手当７．５パーセント削減
（３年間） 

⒞ 平成１５年度４月から給料月額１．７パーセント削減（３年
間） 

⒟ 平成１８年度４月から給料月額１０パーセント削減（２年間） 
ｂ 一連の給与独自削減措置により削減された給料及び期末・勤勉
手当の累計額は,平成１１年度で標準的な２５歳の教員（教育職
２級）については,平成１１年度から平成１９年度までで１１７
万６０００円及び平成１１年度から平成２３年度までで２４１万
５０００円であり,平成１１年度時点で標準的な３５歳の教員（教
育職２級）については平成1１年度から平成１９年度までで１５
６万１０００円及び平成１１年度から平成２３年度までで３０５
万円であり,平成１１年度時点で標準的な４５歳の教員（教育職
２級）については,平成１１年度から平成１９年度までで１９５
万５０００円及び平成１１年度から平成２３年度までで３６９万
６０００円である。 

  参加人Ｚに係る削減された給料及び期末・勤勉手当の累計額は,
平成１１年度かち平成１９年度までで１３１万１０００円,平成
１１年度から平成２３年度までで２７１万４０００円及び平成１
１年度から平成２５年度までで３３３万９０００円である。 

ｃ 北海道のＢ副知事（当時）は,平成１８年１月２５日,前記(ア)ａ
⒟記載の給与独自削減措置に係る交渉の場において,地公三者に
対し,「給与の縮減措置は,平成１９年度までの２年間に限定して
緊急的に実施するものであり,平成２０年度以降はこのような縮
減措置を実施しない行財政運営を行ってまいりたい。」との回答
をした。 

ｄ 道教委は,平成１９年９月２８日,参加人北教組に対し,査定昇
給等制度を平成２０年６月期の勤勉手当から実施することを提案
した。査定昇給等制度の内容は,次のとおりである。 
⒜ 勤務判定（業績・能力・勤務態度）に基づき,昇給区分及び
勤勉手当の成績区分を決定する。 

⒝ 昇給については,５段階の昇給区分を設け,区分ごとに昇給号
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俸数を設定する。 
⒞ 勤勉手当については,４段階の成績区分を設け,区分ごとに成
績率を設定する。 

⒟ 昇給・成績の上位区分については,人数枠を設定し,相対評価
とし,下位区分については,人数枠を設定せず,絶対評価とする。 

  参加人北教組は,これを受けて,道教委に対し,同制度の導入
目的,導入時期,昇給・成績区分及び勤務判定上の問題点等に関
する４５項目の詳細な質問を行い,道教委は,同制度の導入目的
について,職員個々の勤務実績等に応じた給与を確保すること
により,職員の士気向上を図るとともに組織の活性化に資する
と回答するとともに,各質問事項について回答した。参加人北
教組は,この回答の内容に納得せず,道教委に対し,更に２５項
目の質問を行い,道教委は,各質問事項について回答した。 

ｅ 北海道人事委員会（以下「道人事委」という。）は,道議会及び
北海道に対し,平成１９年１０月５日付けで,一般職に属する職員
の給与等に係る報告をするとともに,同年度の給与改定について
は勧告しないとした上で,平成２０年度の給与改定に係る勧告を
した。同報告には,次のような内容の説明及び要請が含まれてい
た。 
⒜ 平成１９年度の給与改定について,道人事委は,本来支給され
るべき適正な給与水準を示すという給与勧告の趣旨から,減額
支給措置による減額前の職員（一般行政職）の給与（以下「職
員給与」という。）と私企業の労働者の給与（以下「民間給与」
という。）とを比較し,これまで勧告を実施してきたところであ
り,これによると職員給与は民間給与を３．３７パーセント上
回っているが,現在実施されている減額支給措置により,実際に
職員に対して支給される給与は民間給与を６．４５パーセント
下回っていることなどを考慮し,平成１９年度は給料表等の改
定を行わないことが適当であると判断する。 

⒝ 平成２０年度の給与改定及び査定昇給等制度の導入について,
平成２０年度から,給料表,扶養手当及び地域手当について,人
事院の勧告の内容に準じた改定を行い,住居手当については,支
給対象を限定し,支給額を国と同額になるように減額する必要
がある。 

  査定昇給等制度については，北海道の一部の職員に対して導
入されているところであるが,その他の職員に対しても同年度
から実施できるように必要な準備を進めていく必要がある。 

⒞ 現在行われている減額支給措置については,期間を限定して
行われているものであるが,結果的に相当長期間に及ぶ措置と
なっており,こうした状況下にあっては,職員の生活への負担感
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や士気の低下はもちろんのこと,優秀な人材の確保に支障が生
じること,更には人材の流出にも憂慮しているところである。
道人事委としては,一般職に属する職員の給与は地公法に定め
る給与決定の原則によるべきものと考えており,勧告に基づく
適正な給与水準を確保するように改めて要請する。 

ｆ 平成１９年１１月５日,北海道は,参加人北教組等に対し,道立
学校等の教職員の給与及び諸手当について,平成２０年４月から
４年間にわたり９パーセント削減すること等を提案し,道教委は,
各教職員組合に宛てて「道財政運営の健全化のための給与措置に
ついて」と題する提案をした。北海道及び道教委は,その目的及
び提案に至る経緯について,従前,平成２０年度以降は給与独自削
減措置を実施しない方針であったが,税収等の一般財源の予想を
超える減少,金利上昇に伴う道債償還費の増加,国の制度改正に伴
う義務的経費の増加等の要因による収支不足額の拡大により国へ
の直轄負担金の一部の計上を留保せざるを得ない状況に至り，同
年度以降も収支不足額の更なる拡大が生じる見通しであり,赤字
再建団体への転落を回避し,持続可能な行財政運営を確立する必
要があると説明した。北海道は,人件費を除く公共事業費の削減
（平成２０年度から平成２３年度までの４年間に補助事業費の１
０パーセント程度,国直轄事業負担金の５パーセント程度等を毎
年削減する。）その他の歳出の削減を行うことによっても,なお収
支不足が生じる見込みであり,上記歳出の削減により雇用面等の
道民の生活に影響を及ぼす施策の見直しを避けて通れない状況に
あることをも勘案すると,苦渋の選択であるが,人件費についても
一定の縮減を行わざるを得ず,平成２０年度から平成２３年度の
４年間における新たな給与の独自削減措置（本件給与独自削減措
置）を実施せざるを得ないと判断したものであった。 

ｇ 北海道と地公三者は,平成１９年１１月８日,本件給与独自削減
措置の提案に係る交渉を行い,同日,道教委と参加人北教組は,本
件給与独自削減措置の提案及び査定昇給等制度の導入に係る交渉
を行った。これ以後,同年１２月末頃にかけて,北海道及び道教委
と地公三者及び参加人北教組との本件給与独自削減措置の提案及
び査定昇給等制度の導入に係る交渉は複数回にわたって行われた。
その間,北海道と地公三者との交渉において,新たな給与独自減額
措置の提案については,地公三者が,同提案は労使間の確認に違反
し,財政運営の失敗の責任の所在及び職員給与の減額を必要とす
る根拠が明らかにされていないなどとして,同提案の撤回を求め
たのに対し,北海道は,公共事業等のあらゆる経費の削減策を講じ
てもなお収支不足が生じており,職員給与についても減額措置を
行わざるを得ず,北海道が赤字再建団体に転落することを回避す
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るためのやむを得ない措置であるなどとして,財政状況を理由に
同提案への協力を求める姿勢を崩さず,結局,同提案に関する交渉
に実質的な進展はみられなかった。また,査定昇給等制度の導入
については,参加人北教組が,同制度は教職員の差別や教職員に対
する管理強化につながるものであって,教育の成果は協力,協働に
よる継続的,持続的な教育実践によって現れるものであり,これを
短期かつ一定の期間内に評定することは不可能であるなどの理由
から同制度の導入の提案を撤回するよう求めたのに対し,北海道
は,同制度の導入目的を説明し,具体的な運用等については鋭意協
議を行い,適切に対処していきたいなどとして,同制度の導入自体
は進める姿勢を崩さず,同制度に関する交渉にも実質的な進展は
みられなかった。 

ｈ 参加人北教組は,道教委に対し,平成２０年１月４日,同月３０
日に勤務時聞終了前２時間のストライキを実施する旨通告した。 

ｉ 地公三者と北海道とは平成２０年１月１６日及び同月２３日に,
参加人北教組と道教委とは同月１６日に,それぞれ給与独自削減
措置の提案等に関して交渉を行った。地公三者と北海道との交渉
では,給与独自減額措置の提案に関し,北海道は,毎年度の予算編
成を通じてその前提となる収支の見通しの見直し等を行っていき
たいと考えている旨回答した。他方,地公三者は,同提案の内容で
は職責に応じた削減措置にならないことなどの問題点を指摘した
上,人件費の削減によらない再建計画を立てるべきであるなどと
して,改めて同提案を撤回することを求めた。また,参加人北教組
と道教委との交渉では,参加人北教組は,同提案について,上記の
とおり職責に応じた削減措置にならないことを指摘し,教職員及
びその家族の生活実態が厳しい状況にあることを訴え,改めて同
提案を撤回することを求めたほか,査定昇給等制度の導入の提案
を撤回するように改めて求めた。 

ｊ 道教委教育長は,平成２０年１月２５日,各道立学校長に対し,
参加人北教組が同月３０日に勤務時間終了前２時間のストライキ
を計画している模様であるとして,所属職員に対する指導等を求
める通達を発した。同時に,北海道教育庁（以下「道教育庁」と
いう。）教育次長は,各道立学校長に対し,所属職員に対する事前
措置として,ストライキは地公法等で禁止されている争議行為で
あるから絶対に参加しないように指導すること,争議行為に参加
した場合には関係法令に照らして必要な措置を講じる旨を口頭又
は文書により警告すること及び同日は定刻まで職務に専念するこ
とを命じる職務命令書を手交することを求める通知を発した。 

  また,道教委教育長は,同じく同月２５日,北海道内の各市町村
教育委員会教育長（以下「各市町村教育長」という。）に対して
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も,各道立学校長に対して上記通達を発したことを知らせ,各市町
村立学校の教職員に対する指導等を求める通知を発した。同時に,
道教育庁教育次長は,各市町村教育長に対し,各道立学校長に対し
て上記通知を発したことを知らせ,これを参考にして所属職員の
服務規律の保持に万全を期すことを求める通知を発した。 

  各学校の学校長等は,同月２９日ないし３０日にかけて,各学校
の所属職員に対し,上記の通達及び通知を受けて,ストライキに参
加しないように指導した。多くの学校長等は,朝会等においてス
トライキに参加しないように呼びかけるにとどまったが,一部の
学校長等は,争議行為に参加した場合には関係法令に照らして必
要な措置を講じる旨を文書により警告した上,定刻まで職務に専
念することを命じる職務命令書を手交した。 

  本件学校の校長は,同月２８日,上記通達及び通知を受け取り,
同月２９日,朝の職員打合せにおいて,職員に対し,上記通達に基
づき,ストライキは地公法により禁止されている争議行為であり,
これに絶対に参加しないように指導するとともに,これに参加し
た場合は,関係法令に照らし必要な措置が講ぜられることになる
旨を警告し,本件学校の教頭は,職員室等に,上記の指導及び警告
の内容を記載した所属長訓示を掲示するとともに,職員に対し,定
刻まで職務に専念することを命じる職務命令書を交付した。さら
に,本件学校の校長は,同日,参加人Ｚから同月３０日に勤務時間
終了前の２時間のストライキを行う旨の通告を受けたが,同人に
対し,当日は職務に従事する旨を指示するとともに,職務に従事し
ない場合には職務義務違反になる旨を伝えた。 

(イ) 本件ストライキの実施 
ａ 北海道及び道教委は,平成２０年１月３０日,地公三者に対し,
新たな減額支給措置について,平成２０年４月から４年間の一般
職に属する職員の給料月額７．５パーセント（管理職９パーセン
ト）の給与独自削減措置（本件給与独自削減措置）を行い,期末
手当,勤勉手当に係る手当基礎額のうち役職段階別加算額の３分
の１相当額の給与額からの減額及び毎年度収支の見通しを見直し
ての上記範囲内における減額支給措置の見直しについての協議を
行うとともに,査定昇給等制度の導入（①平成２０年１２月期の
勤勉手当から勤務実績の反映を実施する。ただし,②査定昇給に
ついては下位区分を含めて同年度から４年間凍結する。）を行う
旨の最終回答を行い,本件給与独自削減措置についての条例案を
道議会に対して提案し,上記勤勉手当への勤務実績の反映につい
て道人事委に要請していくことを明らかにした。これに対し,参
加人北教組は,道教委に対し,参加人北教組としての戦術は後ほど
通告すると伝えて,道教委との交渉を終えた。 
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ｂ 参加人北教組は,平成２０年1月３０日,上記ａの最終回答等を
受けて,勤務時間終了前１時間において,職場離脱を統一方針とす
るストライキを実施する旨決定し,同日午後０時１１分頃,道教委
に対し,勤務時間終了前１時間のストライキを実施する旨通告し,
本件ストライキを実施した。本件ストライキには,参加人北教組
の組合員である教職員が１万人以上参加した。本件ストライキの
目的は,本件給与独自削減措置の実施及び査定昇給等制度の導入
に抗議し,これらに反対することであった。 

(ウ) 参加人Ｚの本件参加行為及びその職務への影響 
ａ 参加人Ｚは,平成２０年１月３０日昼過ぎ頃,参加人北教組の網
走支部紋別支会から勤務終了前１時間においてストライキを実施
する旨の指令を受けた。参加人Ｚは,同日午後１時頃,本件学校の
校長に対し,勤務終了前１時間のストライキを実施する旨の通告
をした。その際,本件学校の校長は,ストライキは地公法で禁止さ
れている争議行為であり,このような違法行為には絶対に参加し
ないように改めて指導した。 

ｂ 参加人Ｚは,平成２０年１月３０日午後４時頃,本件学校の校長
に対し,ストライキに入る旨再度通告した後,同日午後４時３分か
ら午後５時までの間,職務を単純放棄する方法で職場を離脱した
（本件参加行為。）。 

ｃ 参加人Ｚは,本件学校の介護員であるところ,その職務内容は,
北海道立学校管理規則９条に基づく「各種職員服務要領」第４条
により,次のとおり定められていた。 

  「介護員は,主として授業等における生徒の必要な介護に当た
  るほか,次の業務を行う。 

⑴ 生徒の緊急な通院における介護 
⑵ 学校行事,学年行事,校外学習,その他必要により要請が
あった場合における生徒の介護 

⑶ 環境整備 
⑷ その他,事務長の指示する事務の補助」 

ｄ 本件ストライキ当日である平成２０年１月３０日において,本
件学校の生徒の登下校時刻は,それぞれ午前８時４０分,午後２時
０５分であった。そのため,参加人Ｚが本件ストライキに参加し
た時間帯（午後４時０３分から午後５時まで）は,生徒の授業に
具体的な支障は生じなかった。また,当日は,学校行事,学年行事,
校外学習等の予定はなかったため,これらに係る生徒の介護の必
要性や,職員会議などの予定もなく,降雪もなかったため,除雪作
業の必要もなかった。 

(エ) 本件懲戒処分,本件ストライキの影響等 
ａ 道教委は,本件ストライキ後,各道立学校長に対し,本件ストラ
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イキ参加者の供述調書を添付した事故報告書を作成して提出する
ことを求めるとともに,北海道内の各市町村教育長に対し,上記同
様の事故報告書を作成し,かつ,道教委宛てに本件ストライキの参
加者に係る処分内申を作成し,これらを提出することを求めた。
その際に,道教委は,各市町村教育長に対し,処分内申の記載例を
示した文書を配付した。同文書の「教育委員会の意見」欄には,
「厳正な処分をお願いします。」との例文が記載され,このうち「厳
正な処分」との箇所には下線が引かれており,同箇所について,「『相
応な処分』は可であるが,『寛容な処分』,『寛大な処分』などは
不可」とする指示が記載されていた。 

ｂ 本件学校の校長は,平成２０年２月８日,道教委に対し,参加人
Ｚの本件参加行為に係る事故報告書及び供述調書を提出したが,
本件参加行為による本件学校の業務など参加人Ｚの職務への影響
の有無及び程度については何らの記載もなかった。 

ｃ 道教委は,本件ストライキ後,改めて本件ストライキ当日に各学
校において実際に講じられた措置を把握するため,各教育局に対
して通知を発して報告を求めたところ,特段の措置を講じた学校
は１８１校であった。その集計結果（以下「本件集計結果」とい
う。）の内訳は,次のとおりである。 
⒜ 午後の授業一部カット 
  小学校１校,中学校８校 計９校 
⒝ 下校時刻繰上げ 
  小学校２３校,中学校４５校 計６８校 
⒞ 自習（授業の自習への変更） 
  小学校１２校,中学校１８校 計３０校 
⒟ 特別活動（授業の児童会や各種委員会活動への変更） 
  小学校２校 
⒠ 部活動休止 
  中学校４２校 
⒡ その他（放課後の清掃の短時間の簡易清掃への変更,当日の
日課と前日の日課との入替え,管理職による援業の担当,全校行
事の管理職と非組合員による対応等） 

  小学校１３校,中学校１７校 計３0校 
⒢ 合計 
  特段の措置を講じた学校 １８１校（全体の約１２．１パー
セント） 

  特段の措置を講じなかった学校 １３１６校 
ｄ 生徒,保護者,住民等が,道教委又は各学校に対し,本件ストライ
キに対する批判や苦情を述べることはなかった。 

ｅ 道教委は,平成２０年２月５日に開催された道議会文教委員会
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において,本件ストライキの参加者に対する処分について,参加状
況等の詳細を把握した上で厳正に処分する意向を明らかにした。 

ｆ 参加人北教組は,上記ｅの道教委の意向を知り,処分方針の撤回
を求めるため道教委と交渉することを申し入れ,平成２０年２月
２１日付け「ストライキに対する不当行政処分方針の撤回を求め
る要求書」と題する書面により, 道教委に対し,本件ストライキ
の目的について,①北海道が従前の減額支給措置により職員に多
大な犠牲を強いてきたにもかかわらず,労使間の合意に違反し,労
働基本権の制約の代償措置としての人事委員会の勧告を無視して
減額支給措置の継続を強行すること,及び②参加人北教組が査定
昇給等制度は教職員に対する管理続制の強化，職場の分断につな
がるとして改善を求めたにもかかわらず,道教委が十分に交渉を
行わないまま,制度の導入を強行することに対する抗議の意を表
明することにあるものであることを明示した上,行政処分をする
方針を撤回するように求めた。 

ｇ 道教委は,平成２０年２月２７日,同年第４回の委員会を開催し,
次のとおり,本件ストライキ参加者のうち３０分以上職場を離脱
した１万２５５１名に対して戒告処分をする旨の議案（以下「本
件議案」という。）について審議した。本件議案の審議に先立ち,
道教委は,道教委委員（以下「委員」という。）に対して次の⒜な
いし⒠の記載内容が含まれる説明資料（以下「本件説明資料」と
いう。）を配付した。 
⒜ 参加人北教組は,平成２０年１月３０日午後０時１１分,道教
委に対し,勤務時間終了前１時間のストライキを行う旨通告し
たが,その際に,その目的は示さなかった。 

⒝ 市町村教育委員会からは,ストライキは地公法で禁止されて
いる違法な行為であり,応分の処分を求める旨の内申があった。 

⒞ 従前の処分例としては,昭和５２年２月及び同年４月の２回
にわたる２時間のストライキに参加した２万３１０６名に対し
て戒告処分をした事例がある。また,昭和５２年１１月から昭
和５３年１２月までの間の６回にわたる２時間又は半日のスト
ライキに参加した２万３６７２名に対して訓告とした事例があ
る。以後,１時間以上のストライキは４回あり,いずれも訓告を
している。 

⒟ ストライキは地公法で禁止されている争議行為であり,各学
校の校長から違法な行為に参加しないように指導等がされたに
もかかわらず,事故者が,職員団体の闘争方針に従ってストライ
キに参加するため職場を離脱したことは極めて遺憾である。 

⒠ 本件ストライキ参加者に対する処分については,職場を３０
分以上離脱した１万２５５１名に対しては,一律に戒告処分を
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する。 
  なお,職場離脱時間が３０分未満の４１名に対しては,①職員
団体の闘争方針に従って１時間のストライキに参加するのでは
なく,本人の意思で３０分未満の参加にとどめたこと,②勤務時
間終了前に職場に復帰している者が少なくないこと，③職場離
脱時間が平均２０分であり,ストライキに参加したことによる
職場への影響は軽微であると認められることなどから,文書訓
告の措置が相当であると判断する。 

  本件議案の審議は,本件説明資料の記載に基づき,道教委は本
件ストライキの目的を把握していないとの前提に立って進めら
れた。 

  参加人北教組の幹部組合員の処分については,道教委から,争
議行為を企て,指導したことを立証することが難しく,一律に戒
告処分とする案となっていること,戒告処分の対象者には参加
人北教組の支部長等も含まれるが,その地位に着目して処分す
るのではないことが説明された。 

  道教委は,委員に対し,一般参加者を戒告処分とした事例は昭
和５２年に遡り,それも今回に比べて時間が長く,そうした対比
の中で戒告処分は重いのではないかとの意見が寄せられたこと
を明かした上,従前の処分例も参考にしつつ,現在の教育を取り
巻く環境,道教委に対する様々な道民の期待,交渉が円滑に行わ
れたにもかかわらず,参加人北教組が突出してストライキをし
たことなどから判断しなければならないと説明した。 

  これを受けて,委員の一人が,これまで幹部組合員を処分して
いたところ,一般参加者を処分することにした理論的根拠を疑
問視する報道もあり,その違いを明確にしておかなければいけ
ないと発言したのに対し,道教委は,昭和５０年代当時は,労働
運動や労使交渉が激しかった時代であり,社会が争議行為等を
ある程度許容していた時代背景があったなどと説明し,続けて,
飲酒運転の処分等が時代背景の中で厳格化してきていることを
例示し,今日的な状況の中で判断していく必要があると説明し
た。 

  以上を受けて,委員の一人は,ストライキは言い換えれば職場
放棄であり,許されないことは常識であり,事前に学校長等から
警告され,公務員の争議行為が許されないことが訴訟でも定着
している中で,これが実行され,これに応じた責任が追及され,
処分されることは予想ができることであって,かつて訓告に留
めたことがあったとしても,様々な社会情勢を踏まえて戒告処
分とすることは裁量の範囲内であり,戒告処分が均衡を欠くこ
とにはならないなどと発言した。これにより本件議案の審議は
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終了し,道教委は,原案のとおりの処分をすることを決定した。 
ｈ 道教委は,平成２０年２月２８日,本件ストライキに参加するた
めに職場を離脱した時間が３０分以上の者については一律に戒告
の懲戒処分が,職場を離脱した時間が２９分以下の者については
一律に文書訓告がそれぞれ相当であるとの方針の下,本件ストラ
イキ参加者と認めた１万２５９２名のうち,参加人Ｚを含む１万
２５５１名（職場離脱が３０分以上と認めた者）について戒告の
懲戒処分とし,それ以外の４１名（職場離脱が２９分以下と認め
た者）に対して文書訓告をした（本件懲戒処分及び本件各処分。）。 

ｉ 道教委の任命に係る教職員は,平成２０年２月当時の北海道の
給与制度上,戒告処分を受けた場合には,同年６月期の勤勉手当に
ついて,懲戒処分を受けていない者（勤務期間が６か月未満にあ
る者や勤務日数が不足する者を除く。）に比べて約１０パーセン
ト減額するものとされており,昇給について,勤務成績が良好であ
る者は１年ごとに４号俸昇給するが,懲戒処分を受けた者は,勤務
成績が良好であるとは認められないとして,その昇給幅は３号俸
以下にとどまるものとされ（昇給延伸）,この昇給幅の抑制は単
年度にとどまる性質のものではなく,長期間にわたるものである。 

  本件ストライキに参加したとして戒告処分を受けた参加人北教
組の組合員である道教委の任命に係る教職員において,平成２０
年６月期の勤勉手当の支給額と戒告処分を受けなかった場合の支
給額との差額は,１人当たり平均３万円であり,また,平成２１年
１月の昇給を１号俸抑制された後の給与と昇給を抑制されなかっ
た場合の給与との差額は,年齢層や号俸が既に上限に達している
か否かにより差があるものの,平成２１年の１年間だけで,２５歳
で約３万２０００円,３５歳で約３万６０００円,４５歳で約１万
７０００円,全体平均で約２万８０００円であった。 

  本件懲戒処分により,参加人Ｚは,平成２０年６月の勤勉手当に
つき２万８３００円減額されたほか,平成２１年１月の昇給につ
いて,１号俸の昇給が延伸されたことにより,５５４円の不利益を
受けた。 

(オ) 過去の参加人北教組によるストライキとそれに対する処分 
  道教委が,これまで参加人北教組によるストライキについて,組合
員に対して懲戒処分を行った例は,本件ストライキを除いて３６例
あるが,このうち,組合役員（中央執行委員や支部役員）でない一般
参加者に処分を行った例は４例（①昭和４１年１０月２１日実施の
ストライキ（午後半日一斉休暇）,②昭和４２年１０月２６日実施
のストライキ（早朝１時間一斉休暇）,③昭和４４年１１月１３日
実施のストライキ（早朝１時間３０分），④昭和５２年２月１７日
実施のストライキ（午後２時間）及び同年４月１５日実施のストラ
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イキ（早朝２時間））である。この４例のうちで,①及び②について
は,懲戒処分を受けた者はストライキ参加者の４分の１程度にとど
まっており,参加者のほとんどが懲戒処分を受けた例は③及び④の
２例である。また,前記①ないし④の４例について,ストライキ実施
から懲戒処分の発令日までの期間は,短いもので約２か月,長いもの
で約１０か月を要している。 

イ 検討 
(ア) 当該懲戒処分がその対象となる組合活動の態様等に比して著しく
過重なものであって社会通念上相当なものとは認められない場合に
は,当該懲戒処分は,使用者の裁量の範囲を超えてなされたものとし
て懲戒権の逸脱ないし濫用となるとともに,使用者の当該組合に対
する嫌悪の念に発していることが推認されるものとして労組法７条
３号の不当労働行為（支配介入）に該当すると解される。 

  この点,公務員に対する懲戒処分は,単なる労使関係の見地におい
てではなく,国民（住民）全体の奉仕者として公共の利益のために
勤務することをその本質的な内容とする勤務関係の見地において,
公務員としてふさわしくない非行がある場合に,その責任を確認し,
公務員の勤務関係の秩序を維持するため,科される制裁である。と
ころで,単純労務職員に適用される地公法（附則５項により準用さ
れる地方公営企業法３９条１項により適用除外とされる規定を除
く。）は,同法所定の懲戒事由がある場合に,懲戒権者が,懲戒処分を
すべきか否か,また,懲戒処分をするときにいかなる処分を選択すべ
きかを決するについては,公正であるべきこと（２７条１項）,平等
取扱いの原則（１３条）及び不利益取扱いの禁止（５６条）に達反
してはならないことを定める以外に,具体的な基準を設けていない。
したがって,懲戒権者は,懲戒事由に該当すると認められる行為の原
因,動機,性質,態様,結果,影響等のほか,当該公務員の当該行為の前
後における態度,懲戒処分等の処分歴,選択する処分が他の公務員及
び社会に与える影響等,諸般の事情を考慮して,懲戒処分をすべきか
どうか,また,懲戒処分をする場合にいかなる処分を選択すべきかを
決定することができると考えられるが,その判断は,上記のような広
範な事情を総合的に考慮してされるものである以上,平素から庁内
の事情に通暁し,部下職員の指揮監督の衝に当たる者の裁量に委ね
られていると解するのが相当である。そして,その裁量は,恣意にわ
たることを得ないものであることは当然であるが,懲戒権者が裁量
権の行使としてした懲戒処分は,それが社会観念上著しく妥当を欠
いて裁量権を付与した目的を逸脱し,これを濫用したと認められる
場合でない限り,その裁量権の範囲内にあるものとして,違法となら
ないものというべきである。したがって,裁判所がその処分の適否
を審査するに当たっては,懲戒権者と同一の立場に立って懲戒処分
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をすべきであったか否か,又はいかなる処分を選択すべきであった
かについて判断し,その結果と懲戒処分とを比較してその軽重を論
ずべきものではなく,懲戒権者の裁量権の行使に基づく処分が社会
観念上著しく妥当を欠き,裁量権を濫用したと認められる場合に限
り違法であると判断すべきものであると解される。（最高裁判所昭
和４７年（行ツ）第５２号同５２年１２月２０日第三小法廷判決・
民集３１巻７号１０１頁参照） 

(イ) そこで,本件ストライキないし本件参加行為の原因,動機,態様,結
果,影響等並びに本件懲戒処分による不利益の程度及び従前の処分
例との均衡その他諸般の事情を踏まえて,本件懲戒処分が,上記裁量
権を濫用し,社会通念上その対象となる組合活動の態様等に比して
著しく過重であるものと認められるか否かについて検討する。 
ａ 本件ストライキないし本件参加行為の原因及び動機について 
  上記ア(イ)ｂのとおり,本件ストライキの目的は,本件給与独自削
減措置の実施及び査定昇給等制度の導入の強行に抗議し,これら
に反対する目的で行われたものであることから,これらの目的に
ついて個別に検討する。なお,控訴人は,目的いかんによって違法
なストライキが正当化されることはない旨主張するが,本件スト
ライキないし本件参加行為を適法なものとみることはできないと
しても,本件懲戒処分が裁量権を濫用するものであるか否かを判
断するについて,本件ストライキないし本件参加行為の違法性な
いし非難の程度を評価するため,これらの目的を考慮する必要が
あるから,控訴人の上記主張は採用できない。 
⒜ 本件給与独自削減措置に抗議・反対する目的について 
  上記２⒧のとおり,単純労務職員を含む地方公務員の労働基
本権の制約については,その生存権保障の趣旨から,その制約に
見合う代償措置が講じられなければならないところ,勤務条件
の法定や人事委員会等の制度がその代償措置として挙げられる。
このうち,中立的,専門的見地から行われる人事委員会の勧告は,
地公法が定める情勢適応の原則,均衡の原則等の地方公務員の
権利保障に関わる諸原則の実現を図る上で,実質的に大きな役
割を担っており,代償措置の中でも特に重要な意義を有すると
いうことができる。 

  このような人事委員会の勧告の意義に照らせば,上記ア(ア)ａ
のとおり,北海道において,職員の給与につき,平成１１年度か
ら平成１９年度までの９年間という長期間にわたる給与減額措
置が実施され,特に平成１８年度から平成１９年度までは給料
月額を１０パーセント減額するなどの大幅な減額措置が実施さ
れており,道人事委の勧告を下回る給与額の支給を受けるにと
どまる事態が長期化し,上記ア(ア)ｅのとおり,道人事委がその勧
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告に基づく適正な給与水準を確保するように道議会及び北海道
に対して要請する状況にあって,更に４年間にわたり給料月額
を７．５パーセント減額するなどの本件給与独自削減措置の条
例案が北海道から道議会に提案されるに至ったことは,本来,法
が予定するところからみると異常な事態であるといわざるを得
ない。 

  しかしながら,道教委が懲戒権を濫用したか否かを検討する
に当たっては,上記のとおり,本件ストライキが,法の予定する
ところからみて異常な事態の正常化すなわち労働基本権制約の
代償措置の機能回復を求める趣旨の目的を有していたこと,上
記ア(ア)ｃのとおり,北海道が地公三者に対して平成２０年度以
降は減額支給措置を実施しない方針である旨を回答していたこ
となどを考慮する必要があるものの,①財政民主主義ないし勤
務条件法定主義の観点からは,上記ア(ア)ａのとおり,平成１１年
度から平成１９年度までの給与独自削減措置が労使交渉を経て
道議会で可決された条例に基づき実施されてきたことが考慮さ
れるべきであり,②上記ア(ア)ｆのとおり,本件給与独自削減措置
の地公三者への提案等については,法が予定するところからみ
ると異常な事態であるといわざるを得ないことは否定できない
としても,他方,当時の北海道の財政状況についても,税収等の
一般財源の予想を超える減少,金利上昇に伴う道債償還費の増
加,国の制度改正に伴う義務的経費の増加等といった平成１８
年度ないし平成１９年度には予想が困難であった社会的ないし
経済的な要因による収支不足額の拡大等により,人件費を除く
大幅な公共事業費の削減等の歳出の削減を行うことによっても,
なお収支不足が生じる見込みであり,公共事業費の削減を始め
とする歳出の削減により雇用面等の道民生活に影響を及ぼす施
策の見直しを避けて通れないという極めて困難な状況にあった
のであるから,やむを得ない面があったことは否定できず,③北
海道に交渉応諾義務（地公法５５条１項）があるとしても,本
件給与独自削減措置の導入について,北海道及び道教委と地公
三者ないし参加人北教組の意見が一致することなく,交渉に実
質的な進展がみられなかったからといって,直ちに誠実交渉義
務に違反したとはいえず,上記ア(ア)ｆ,ｇ,ｉ及び(イ)ａのとおり,
北海道及び道教委と地公三者及び参加人北教組との交渉は多数
回にわたり行われ,北海道は地公三者及び参加人北教組の質問
に対して一定程度の回答を行い,最終的には,北海道が幾つかの
点で歩み寄りを見せていたなどといった具体的事情の下におい
ては,交渉の過程において参加人らの納得する回答が得られな
かったとしても,誠実交渉義務に違反する不誠実な対応があっ
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たとは認められないことを総合考慮すれば,本件ストライキの
目的ないし動機が本件給与独自削減措置に抗議・反対すること
にあったことは,本件ストライキないし本件参加行為を正当化
し,懲戒権の行使が濫用に当たるとの評価を根拠付ける事情に
当たるとはいい難い。 

⒝ 査定昇給等制度の導入に抗議・反対する目的について 
  査定昇給等制度の導入に抗議・反対する目的については,①
職員団体と地方公共団体当局との団体交渉の対象となり得るの
は,労働者の経済的地位の向上を目的とする労働基本権の性質
からも,職員の給与等の勤務条件に関する事項に限られ（地公
法５５条１項）,地方公共団体の管理運営事項を対象とするこ
とはできず（同条３項）,査定昇給等制度の導入については,基
本的に,地方公共団体の機関である学校の組織の管理運営に関
する事項であり,各教育委員会が政策的見地からその判断及び
責任に基づいて決定すべき事項であって,本来団体交渉の対象
となる事項ではないところ,争議行為によってその導入の可否
が決せられるべき事項ではないのであって,そのような判断に
争議行為による圧力を加えることは,議会制民主主義等の観点
から回避されるべきこと,②その実施に伴い職員の勤務条件が
影響を受ける場合（昇給区分の決定及び勤勉手当の増減等）に,
その勤務条件に関する事項に限り団体交渉の対象となり得るが,
上記ア(ア)ｅ⒝のとおり,道人事委は,北海道に対し,平成２０年
度から査定昇給等制度を導入できるように必要な準備を進める
必要があるとし,その導入を推進するように求めていたのであ
り,これに抗議・反対することは,労働基本権制約の代償措置の
正常な運用を求める目的によるものとは認め難いことを総合考
慮すれば,本件ストライキの目的ないし動機が査定昇給等制度
の導入に抗議・反対することにあったことは,懲戒権の行使が
濫用に当たるとの評価を根拠付ける事情に当たるとはいい難く,
かえって懲戒権の行使が濫用であると評価する上で障害となる
事情に当たる。 

ｂ 本件ストライキ及び本件参加行為の態様,結果,影響等について 
⒜ 本件ストライキの全体としての態様等を考慮することの可否 
  道教委は,参加人Ｚを含む職場を３０分以上離脱した者に対
して一律に戒告処分をしているところ,参加人らは,参加人Ｚに
関する個別事情に基づき,懲戒処分をすべきか否かが判断され
なければならない旨主張する。しかしながら,ストライキは,参
加者が一体となってこれに及ぶことにより使用者に対する交渉
力を発揮しようとするのであり,その性質に照らせば,道教委が,
本件ストライキの参加者に対する懲戒権を行使するに当たって
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は,本件ストライキの全体としての態様,結果,影響等を踏まえ,
当該参加者が本件ストライキに参加したことを考慮することが
許されるというべきである。 

  ただし,当該参加者に対し,組織化された集団的行為としての
争議行為の態様,結果,影響等について責任を問う以上,当該参
加者のストライキにおいて果たした役割も併せて考慮されるべ
きである。 

⒝ 本件ストライキの態様 
  本件ストライキの全体としての態様についてみると,上記ア(イ)
ｂのとおり，本件ストライキは,全道規模で１万人以上の教職
員が参加して行われたストライキであり,極めて大規模なもの
であり,社会的に相当な態様によるものとはいい難い。もっと
も,上記ア(オ)のとおり,参加者の職場離脱時間は,勤務時間終了
前１時間以内であり,従前の事例に比べても短い部類に入るも
のであったが,職場離脱時間が短いからといって,これによる影
響が小さいとは限らず,そのことのみから直ちに違法性が低い
ということはできない。 

  また,参加人らは,本件ストライキが職場離脱という不作為に
よるものであることをその違法性が低い理由として主張するが,
そもそも地公法３７条１項にいう「同盟罷業」とは集団的な労
務提供拒否そのものを要件とするものであり,態様が不作為に
よるものであるからといって,参加人Ｚに特に有利に斟酌され
るべき事情に当たるということはできない。 

⒞ 本件ストライキの結果,影響等 
  本件ストライキが全体として学校運営に与えた結果及び影響
についてみると,上記ア(エ)ｃのとおり,本件集計結果によれば,
生徒に対して特段の措置を講じた学校は１８１校（全体の約１
２．１パーセント）であるところ,その内訳には,「部活動休止」
との措置が含まれるが,いわゆる部活動は,教育課程外の教育活
動であり,平成１９年１月の時点では,中学校学習指導要領（平
成１０年文部省告示第１７６号）上,いまだ教育課程内の教科
以外の教育活動として位置づけられていなかったことも踏まえ
ると,その休止を公務に生じた支障とみて懲戒処分の理由とす
ることは相当でなく,また,「下校時刻繰上げ」との措置も含ま
れるが,これは生徒が放課後も学校に滞在する時間を繰り上げ
るにすぎず,さらに,「その他」とされるもののうちには,放課
後の清掃を短時間の簡易清掃に変更したなど,学校運営に実質
的な影響を与えるとは思われない措置も含まれていることから
すると,本件集計結果の中で,学校運営に対する実質的な影響を
受けたというべき学校の数は,おおむね「午後の授業一部カッ
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ト」（９校,全体の約０．６パーセント）,授業の「自習」への
変更（３０校,全体の約２パーセント）及び授業の児童会や各
種委員会活動の「特別活動」への変更（２校,全体の約０．１
パーセント）との措置を講じた４１校（全体の約２．７パーセ
ント）にとどまり（ただし,「その他」とされるもののうち管
理職が授業を担当した学校及び全校行事を管理職と非管理職で
対応した学校も学校運営に対する実質的な影響を受けたという
べきであるが,それらの学校数が不明であるため,これらを計上
していない。）,上記ア(エ)ｄのとおり,生徒,保護者,住民等から
の道教委又は各学校への本件ストライキに対する批判や苦情は
なかった。 

  しかしながら,このように本件ストライキによって学校運営
に多大な支障が生じたとまではいえず,実質的な影響を受けた
学校ないし児童・生徒の数は少ないとしても,影響を受けた児
童・生徒も,憲法２６条により等しく教育を受ける権利を保障
されているのであって,上記権利を不当に侵害されたといえる
上,教職員が授業やそれ以外の職務を放棄したり,事務職員が職
務を放葉することは,それ自体が公務の停廃に当たり,又はその
おそれがある行為であって,学校運営に何らの支障も与えない
とはいえないことからすれば,本件ストライキが学校運営に与
えた影響が軽微であったとはいえない。 

  他方,上記ア(エ)ｈ及びｉのとおり,道教委は,職場を３０分以
上離脱したことを基準として一律に懲戒処分を行ったものであ
り,参加人Ｚを指導的役割を担う者としてではなく,いわゆる一
般参加者として懲戒処分を行ったことが認められる。そして,
一般に,一般参加者が争議行為の組織化,集団化に果たす役割は
大きくはないから,本件ストライキの組織化,集団化に果たした
参加人Ｚの役割は大きくはないといえる。 

  そうすると,本件ストライキの全体の態様は大規模なもので
あり,その学校運営に与える影響が軽微であったとはいえない
ことは,本件懲戒権の行使が濫用に当たるとの評価を根拠付け
る事情に当たるとはいい難く,かえって懲戒権の行使が濫用で
あると評価する上で障害となる事情といえるが,本件ストライ
キにおいて果たした役割が大きいとはいえない一般参加者に対
しても,職場を３０分以上離脱したことを基準として一律に懲
戒処分がされたことは,本件懲戒権の行使が濫用に当たるとの
評価を根拠付ける事情になり得るといえる。 

  他方,上記ア(ウ)ｂないしｄのとおり,参加人Ｚの本件参加行為
は５７分間にとどまるものであり,その参加した時間帯におけ
る生徒の授業等に具体的な支障は生じなかったこと,そして,道
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教委が,上記のとおり,一般参加者である参加人Ｚに対し,職場
を３０分以上離脱したことを基準として一律に懲戒処分を行い,
本件懲戒処分を行うに際して参加人Ｚに関する個別事情を考慮
したことをうかがわせる事実は認められないことは,本件懲戒
権の行使が濫用に当たるとの評価を根拠付ける事情になり得る
といえる。しかしながら,参加人Ｚが全道規模の大規模な学校
運営に与える影響が軽微であったとはいえない本件ストライキ
に参加したことは,本件懲戒権の行使が濫用に当たるとの評価
を根拠付ける事情に当たるとはいい難く,かえって懲戒権の行
使が濫用であると評価する上で障害となる事情といえる。 

ｃ 本件懲戒処分による不利益の程度 
  参加人らは,本件懲戒処分による不利益の程度が著しいもので
あると主張する。 

  しかしながら,戒告処分は,懲戒処分としては最も軽い処分であ
り,その法的性質は,職員の規律違反の責任を確認し,その将来を
戒める処分であり,法律上,処分それ自体によって直接の職務上な
いし給与上の不利益を及ぼすものではないところ,戒告処分を受
けた者は,そのことが履歴に残るにとどまらず,上記ア(エ)ｉのとお
り,北海道の給与制度上,懲戒処分を受けていない者に比べて勤勉
手当が約１０パーセント減額されるほか,定期昇給において１号
俸昇給が抑制され,この昇給の遅れが長期間にわたるものであっ
て,昇給抑制等がない場合とある場合との差額は,平成２１年度の
１年間では,参加人北教組の組合員である標準的な教職員につい
て,２５歳で約３万２０００円,３５歳で約３万６０００円,４５
歳で約１万７０００円であり,参加人Ｚについては２万８８５４
円であって,その金額は少ないとはいえないが,多額にわたるとも
いえず,不利益の程度が著しいとまではいえない。また,上記ア(ア)
ｊ及び(ウ)ａのとおり,本件ストライキに先立ち,本件学校の校長等
は,道教委の指示に基づき,ストライキに参加しないように指導し,
ストライキに参加した場合には厳正に対処する旨の警告を行った
ことからすれば,参加人Ｚは,本件ストライキに参加すれば昇給延
伸等の不利益を伴う懲戒処分を受けるかもしれないことは十分認
識した上で,あえて本件ストライキに参加したものと推認できる
ところ,本件ストライキに参加したことにより戒告処分を受けた
ことは,「良好な成績で勤務した」との昇給等の要件に該当しな
いこととなるから,これにより昇給が延伸されることなどはやむ
を得ないものといえる。 

ｄ 従前の処分例との均衡 
  道教委が,本件ストライキに参加して職場を３０分以上離脱し
たことを理由として,一律に懲戒処分をするとの方針の下にした
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本件懲戒処分は,上記ア(オ)の従前の同規模の争議行為の一般参加
者に対する措置に比べて,より重い処分であるといえる。 

  しかしながら,戒告処分は懲戒処分としては最も軽い処分であ
るところ,懲戒事由がある場合に懲戒処分をするか否かについて
は,懲戒権者に広範な裁量があることからすると,懲戒権者は,具
体的な事案に応じて諸般の事情を総合的に考慮して決定すること
ができるのであって,従前処分されていなかったことを理由に別
の機会に懲戒権の行使として戒告処分をすることが許されないも
のではない。したがって,本件懲戒処分が従前の同規摸の争議行
為の一般参加者に対する措置と比べて,より重い処分であること
をもって,直ちに懲戒権の濫用があったとはいい難い。 

ｅ その他の事情 
  参加人らは,道教委が,本件ストライキに備えて各学校長等によ
る所属職員に対する事前指導等を求めるなど周到な事前準備をし
たこと,本件ストライキから本件懲戒処分がされるまでの期間が
約１か月と短かったことなどを懲戒権の濫用を基礎づける事情と
して主張するが,本件ストライキに備えて,周到な事前準備をする
ことや本件懲戒処分までの期間が短いこと自体が懲戒権の濫用を
根拠付ける事由には当たらないから,参加人らの上記主張は採用
することができない。 

ｆ 上記ａないしｅに基づき検討すると,北海道による長期かつ大
幅な一連の給与独自削減措置の実施は法の予定するところからみ
て異常な事態であり,本件ストライキが上記事態の正常化すなわ
ち労働基本権制約の代償措置の機能回復を求める趣旨の目的を有
していたことなどの事情があり,道教委が,参加人Ｚの具体的な職
務の内容,本件参加行為の結果,影響等を考慮しておらず,従前の
同種事案における処分例よりも重い処分をすることについて具体
的な検討をしていなかったことなどがうかがわれるものの,本件
ストライキ及び本件参加行為が地公労法附則５項により準用され
る同法１１条１項に違反する違法なものであって,懲戒事由それ
自体は存在していることに加え,上記ａないしｅの事情のうち懲
戒権の行使が濫用であると評価する上で障害となる事情を総合考
慮すれば,控訴人が参加人Ｚに対して本件参加行為を理由として
行った本件懲戒処分が,本件懲戒処分をするに当たり,考慮すべき
事情を考慮せず,慎重な検討を欠いていたことなどにより,懲戒権
を濫用したものであり,社会通念上その対象となる組合活動の態
様等に比して著しく過重なものであると認めることはできない。 

  そして,そのほかに,本件懲戒処分が,懲戒権を濫用したもので
あり,その対象となる組合活動の態様等に比して著しく過重なも
のであることを根拠付ける事実は認められない。 



- 30 - 

  したがって,本件懲戒処分が,懲戒権を濫用した違法なものであ
り,社会通念上その対象となった組合活動の態様等に比して著し
く過重なものであるとの参加人らの主張は,採用することができ
ない。 

ウ 以上によれば,本件懲戒処分は,その余の点について判断するまでも
なく,労組法７条３号の支配介入に該当しないというべきである。 

  そして,労組法２７条に基づく救済の申立てがあった場合において,
使用者に同法７条違反の行為があると認められる場合にいかなる内容
の是正命令を命ずるかについて労働委員会の広汎な裁量権が認められ
るのに対し,労働委員会はその裁量により使用者の行為が同法７条に
違反するか否かの点について判断して救済命令を発することはできず,
裁判所は,救済命令の上記の点に関する労働委員会の判断を審査して
それが誤りであると認めるときは,当該救済命令を違法なものとして
取り消すことができると解される（最高裁判所昭和５２年（行ツ）第
１３１号,同第１３２号同５３年１１月２４日第二小法廷判決・集民
１２５号７０９頁参照）。 

  したがって,本件懲戒処分が労組法７条３号の支配介入に該当するも
のとして発せられた本件命令には,不当労働行為の成否に関する認定
判断を誤った違法があり,その取消しを求める控訴人の請求には理由
がある。 

第４ 結論 
   よって,控訴人の請求を棄却した原判決は失当であり,本件控訴は理由が

あるから,原判決を取り消して控訴人の請求を認容することとして,主文の
とおり判決する。 

    札幌高等裁判所第３民事部 


